
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

生量奎生整五1コ立量 _=墨ヒ 塑 上上生
=立
旦≧整 2上≧生L協全

1 事業の成果
令和 2年度は、コロナ禍のため、事業については実施しておりません。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

(事業費の総費用 【    】千円)

だ款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

教育事業 休止 0

能力認定事業 休止 0

普及啓発事業 休止 0

調査研究事業 休止 0

定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し

(2)そ の他の事業



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和3年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人
メディカルリレーションマネジメント協会令和4年 9月 30日 現在

正会員受取会費
賛助 員受取 費

受取寄附金
施設等受入評価益

|

教 事業収益
能力認定事業収益
普及啓発事業収益

o■ |その他の収益|  .||||■ ||||||■ |■■
~~・
■■|■ ||・ |||■ |■

~.|_‐

||||||||||||■ 受取利息 2

0
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役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

当

2
会議費
‐旅費交通費
1広告宣伝費
減価償却費
印刷製本費
支払手数料

役

給料手当
|.退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
広告宣伝費
支払手数料 110

A

D

|||‐ ||11‐
‐‐



事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

メディカルリレーションマネジメント協会

現金預金
売掛金
立替金

棚卸資産

284,223
605,000
49,404

什器備品

運搬具

【A】 資 産 合 計 ①+② 938,627 938,627

の

6,325,290

10,210 10,21

325,

6,335,500 6,335,500

▲  5,286,435
▲  110,438

▲  5,286,435
▲ 110,438正

▲ 5_396_873 .▲ ‐51‐ 396._871

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 938,627

書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表
令和4年 9月 30日 現在

ソフトウェア

借地権

1未払金
未払い法人税
||1預 り金

長期借入金
退職給付引当金



16

事 業 報 告 用令和3年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人
メディカルリレーションマネジメント協会

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法によっています。期末現在棚卸資産はありません。
(2)固 定資産の減価償却の方法
定率法によっています。期末現在固定資産はありません。
(3)引 当金の計上基準
。退職給付引当金

該当者はありません。
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービス受入れはありません。
(5)消費税等の会計処理
消費税は税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
施設の提供等の物的サービスの受入はありません。
4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は▲7,090,205円 です。
当法人には、使途等が制約された寄付金等はありません。
5.固 定資産の増減内訳
当法人は設立以来、固定資産を取得 したことはありません。
6.借入金の増減内訳
当法人は設立以来、借入金を有したことがありません。
7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引はありません。
8その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
,必 要な事項
。 事業費と管理費の按分方法
事業費と管理費ともに経常収益に対応する原価、費用を直接対応 しています。

。 その他の事業に係る資産の状況

その他の事業はありません。

科 目 教育事業
能力認定事

業

普及啓発
事業

調査研究
事業

事業部門計 管理部門 合計

110,440 110,440
110.440 110,440
110,440 110,440
-110,438 -110,438

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
広告宣伝費
支払手数料
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和3年度 財産目録
令和4年 9月 30日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人
メディカルリレーションマネジメント協会

単位 :円

49,

2

275,547
8,6

現金預金
手元現金
三井住友銀行普通預金
みずほ銀行普通預金
売掛金

0

275,547
8,676
605,000

未収金
立替金

棚卸資産
販売用寄附物品

【A】 資 産 合 計 ①+② 938.627 938,

|- 1 負 債 の 部

1負債

6,325,290 6,325,290

10,210預 り

未払金

未払金

未払法人税等

1金

源泉徴収税

帝 6.335.500 6.335.50(順 合計  ・・・③
定負債

長期借入金

退職給付引当金

【E

2

情 合計 ・ ④

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 6,335,500 6,335,500

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B― ¬】 ▲ 5,396,873



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人メディカルリレーションマネジメント協会

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1

⌒

Q壁ジ・監事
ササガワヨシタカ 令和 2年 10月 1日

令和 3年 9月 30日

年  月  日

年  月  日笹川 能孝

2 〔翌ン・監事
カミヤノウヘイ 令和 2年 10月 1日

令和 3年 9月 30日

年 月

月

日

日年神谷 宋幣

3

⌒

史里ヲ・監事
ナイ トウヨシロウ 令和 2年 10月 1日

令和 3年 9月 30日

年  月  日

年  月  日内藤 佳郎

4

マエザワノリオ 令和 2年 10月 1日

令和 3年 9月 30日

年   月 日

日年 月前澤 紀夫

5 理事・監事 以下余白
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

6 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月 日

日年 月

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

⌒
理事ヽ、監ヲ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
事 業 報 告 用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人メディカルリレーションマネジメント協会

氏   名

1 笹川 能孝

2 神谷 宋幣

3 内藤 佳郎

4 前澤 紀夫

5 竹村 俊彦

6 蔦村 麗子

7 濱川 博招

8 内藤 保英

9 新田 隆一

10 野原 秀郎

11 大友 淳

12


